
第２５表 個別排水処理事業の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人） 

２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

ａ ｂ ｃ ×100

A 26 33 31 30 32 2 5.0

11 11 12 12 12 0 1.3

11 11 12 12 12 0 1.3

B 20 24 23 23 25 2 7.7

17 20 19 20 22 2 9.0

C 6 9 8 7 7 ▲ 0 ▲ 3.9

D 12 15 12 9 9 ▲ 1 ▲ 6.0

E 17 20 17 14 14 0 0.3

F ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 1 12.2

G 2 4 3 2 1 ▲ 1 ▲ 38.5

H 0 0 0 0 0 0 ―

I 10 4 4 8 10 2 29.6

J 0 0 0 0 0 0 ―

K 0 0 0 0 0 0 皆増

L 12 9 8 10 11 1 15.1

M 0 0 0 0 0 0 ―

12 9 8 10 11 1 15.1

12 9 8 10 11 1 15.1

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

97.7 107.3 103.0 98.0 96.2 ▲ 1.8 ―
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１０ 駐車場整備事業 

 

(1) 事業数及び施設の利用状況 

 

平成２９年度における駐車場整備事業の数は３事業６施設（仙台市３施設、気仙沼市１施設、加美

町２施設）で、いずれも法非適用企業であり、前年度と同数となっている。 

なお、事業数及び施設数のうち、１事業１施設（気仙沼市）は想定企業会計である。 

 

※ 想定企業会計とは、従前は公営企業会計として特別会計を設置していたが、現在はこれを廃止し、一般会計等に

おいて精算及び地方債の償還を行っている場合、決算統計上、これに係る一切の収支を一般会計等から分別し、当

該事業に係る公営企業会計が設けられているものと想定し、当該想定会計において経理されたものとして取り扱っ

ている会計のことをいう。 

 

駐車場使用面積は４５，００７㎡で、前年度に比べ４，５５５㎡（１１．３％）、収容台数は

１，５９６台で、前年度に比べ１８７台（１３．３％）、１日の平均駐車台数は１，７７５台で、前

年度に比べ６６台（３．９％）、それぞれ増加している。この結果、回転率は１．１１回となり、前

年度に比べ０．１回（８．３％）減少している。 

 

第１表 利用状況の推移 

年　　度

２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

項　　目 a ｂ ｃ ×100(%)

施 設 数 8 7 6 6 6 0 0.0

駐 車 場 使 用 面 積 （㎡） 46,342 44,970 40,452 40,452 45,007 4,555 11.3

収 容 台 数 （台） 1,688 1,566 1,409 1,409 1,596 187 13.3

一 日 平 均 駐 車 台 数 （台） 2,067 2,033 1,701 1,709 1,775 66 3.9

回 転 率 （回） 1.22 1.30 1.21 1.21 1.11 ▲ 0.10 ▲ 8.3

対前年度比較

 

（注）回転率＝一日平均駐車台数／収容台数 

 

 

(2) 経営状況 

 

駐車場整備事業の収益的収支における総収益は２億４７百万円で、前年度に比べ３百万円

（１．０％）減少しており、総費用は７４百万円で、前年度に比べ２０百万円（２１．４％）減少し

ている。この結果、収支差引では１億７３百万円の黒字となり、前年度に比べ黒字が１８百万円

（１１．４％）増加している。 

また、資本的収支における収入は２２百万円で前年度と同数となっており、支出は１億９０百万円

で、前年度に比べ２８百万円（１２．７％）減少している。この結果、収支差引では１億６９百万円

の赤字となり、前年度に比べ赤字が２８百万円（１４．１％）減少している。 

収益的収支と資本的収支を合わせた収支再差引は４百万円の黒字で、これに前年度からの繰越財源

等を調整した実質収支は９百万円の黒字となり、前年度に比べ４百万円（９６．３％）増加している。 

なお、収益的収支比率は２５７．６％で、前年度に比べ４２．４ポイント上昇している。 
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第２表 駐車場整備事業の収支状況の推移 

（単位：百万円、％、人）

２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 339 242 245 250 247 ▲ 3 ▲ 1.0

収 収 247 235 244 249 246 ▲ 2 ▲ 1.0

179 167 160 158 148 ▲ 11 ▲ 6.9

益 入 92 7 1 1 1 0 ▲ 7.9

92 7 1 1 1 0 0.0

的 B 92 83 80 94 74 ▲ 20 ▲ 21.4

支 74 76 79 94 74 ▲ 20 ▲ 21.4

収 0 0 0 0 0 0 ―

出 18 7 1 0 0 0 ▲ 36.4
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C 246 159 165 155 173 18 11.4

D 43 126 22 22 22 0 0.4

資 収 0 0 0 0 0 0 ―

22 105 0 0 0 0 ―

本 0 0 0 0 0 0 ―

入 0 0 0 0 0 0 ―

的 21 21 22 22 22 0 0.4

E 290 285 142 218 190 ▲ 28 ▲ 12.7

収 11 15 6 7 164 156 2,096.0

e 279 270 41 22 22 0 0.4

支 0 0 96 189 5 ▲ 184 ▲ 97.5

F ▲ 246 ▲ 159 ▲ 121 ▲ 196 ▲ 169 28 14.1

G 0 0 45 ▲ 41 4 45 ―

H 0 0 0 0 0 0 ―

I 1 1 1 45 5 ▲ 41 ▲ 90.0

J 0 0 0 0 0 0 ―

K 1 1 45 5 9 4 96.3

L 0 0 0 0 0 0 ―

1 1 45 5 9 4 96.3

1 1 45 5 9 4 96.3

0 0 0 0 0 0 ―

0 0 0 0 0 0 ―

91.3 68.6 203.4 215.2 257.6 42.4 ―
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１１ 介護サービス事業 

 

(1) 事業数及び施設の状況 

 

介護サービス事業は、平成１２年度からの介護保険制度導入に伴い、公営企業として位置付けられ

ることとなった。平成２９年度における介護サービス事業の事業数は５団体６事業（法適用５事業、

法非適用１事業）で、前年度と同数である。 

施設数は６施設で、介護老人保健施設が３施設、指定訪問看護ステーションが３施設である。 

   【介護老人保健施設】 

     法適用事業：登米市、涌谷町 

     法非適用事業：加美郡保健医療福祉行政事務組合 

   【指定訪問看護ステーション】 

     法適用事業：涌谷町、南三陸町、黒川地域行政事務組合 

 

(2) 経営状況 

 

ア 法適用事業 

 

（ア）損益収支の状況 

 

介護サービス事業の経常収益は１０億３９百万円、経常費用は１０億８４百万円となっており、

この結果、経常収支比率が９５．８％となり、前年度に比べ０．７ポイント低下している。 

経常利益が生じた事業は５事業のうち２事業で、前年度から１事業減少しており、その額は２百

万円と前年度に比べ４百万円（７２．０％）減少している。 

経常損失が生じた事業は３事業で、前年度から１事業増加しており、その額は４７百万円で、前

年度に比べ４百万円（９．０％）増加している。 

経常収益に特別利益を加えた総収益は１０億４４百万円、経常費用に特別損失を加えた総費用は

１１億１６百万円となっており、この結果、総収支比率は９３．５％となり、前年度に比べ０．６ポ

イント低下している。 

経常収支に特別損益を加減した純損益をみると、７２百万円の純損失が生じており、前年度に比

べ純損失が８百万円（１３．０％）増加している。 

累積欠損金を有する事業は２事業で、前年度と同数となっており、その額は３億５５百万円で、

前年度に比べ７０百万円（２４．５％）増加している。また、不良債務を有する事業はなく、前年

度と同数となっている。 

 

（イ）資本収支の状況 

 

介護サービス事業の資本的支出は９３百万円で、前年度に比べ９百万円（１１．１％）増加して

いる。 

このうち、企業債償還金は６５百万円で、前年度に比べ２百万円（２．９％）増加しており、建

設改良費は２８百万円で、前年度に比べ７百万円（３６．３％）増加している。 

資本的支出の財源は、外部資金が他会計出資金等の６０百万円であり、内部資金（資本的収入が

資本的支出に不足する分の補てん財源）の過年度分損益勘定留保資金で３３百万円である。 

なお、資本的支出に占める企業債償還金の割合が６９．９％で、前年度に比べ５．６ポイント低

下している。 
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